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今週のキーワード こ の 調 査 は 2012 年 8 月 実 施 し 回 答 数 は 4 ,545 社 、 ニ ッ セ イ 基 礎 研 究 所 が 集 計 ・ 分

析 を 行 っ た 。 製 造 業 ・ 非 製 造 業 別 、 企 業 規 模 別 に は 、 活 力 維 持 策 に 対 す る 大 き

な 違 い は 見 ら れ な い 。 た だ し 日 本 の 経 済 成 長 に 楽 観 的 な 企 業 ほ ど 「 経 済 ・ 社 会 の

グ ロ ー バ ル 化 」 や 「 教 育 制 度 改 革 」 へ の 期 待 が 強 く 、 悲 観 的 な 企 業 ほ ど 「 政 治 指

導 力 ・ 行 政 能 力 の 向 上 」 や 「 公 的 債 務 問 題 の 解 決 」 へ の 期 待 が 強 い 。 地 域 別 に

は近 畿 と四 国 以 外 の７地 域 で、政 府 の「効 果 的 な景 気 対 策 」を渇 望 している。 

日本経済 
活力維持策 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

11 年分民間の平均給与は 409 万円 
前年比３万円減で２年ぶりの減少 
 
国税庁がこのほど発表した2011年分民間給与

の実態統計調査によると、2011年１年間を通して

民間企業に勤めた給与所得者の平均給与は409万

円で、前年に比べ0.7％（３万円）減少した。平

均給与は２年ぶりに減少した。同調査は、全国の

約２万事業所、約27万６千人の数値をもとに推計

したもの。 

調査結果によると、１年を通じて勤務した給与

所得者数は、前年比0.3％増の4566万人だった。

その平均給与409万円の内訳は、平均給料・手当

が1.2％減の349万７千円と２年ぶりの減少、賞与

は2.1％増の59万３千円と２年連続の増加となっ

た。 

男女別の平均給与は、男性が前年比0.7％減の

503万８千円、女性が0.5％減の267万９千円だっ

た。なお、１年を通じて勤務した給与所得者総数

は4566万人のうち、男性は同0.1％増の2731万人、

女性は同0.6％増の1835万人と２年連続で過去最

多を更新した。給与総額は186兆7459億円で、同

0.4％減と２年ぶりに減少した。 

給与所得者4566万人のうち、源泉徴収により所

得税を納税している人は全体の84.4％を占める

3853万人で、前年より2.6％増加した。また、そ

の納税額は７兆5529億円、納税者の給与総額に占

める税額の割合は4.37％だった。 

納税額（源泉徴収税額）は前年に比べ4.2％増

と２年連続で増加したが、これは、子ども手当の

導入に伴い所得税の扶養控除の一部が廃止・縮小

されたためとみられている。 

10年後、目指すべき企業像は何か
高成長より安定経営と高収益目標 
 

日本生命保険の35回目となる「ニッセイ景況ア

ンケート調査」によると、多くの企業が10年後の

日本経済と自社の経営は現状より厳しくなると

認識すると同時に、その時代にあった企業像を構

築し難局に対応しようとしていることが明らか

となった。10年後の日本の経済成長に対して悲観

的な見通しを持つ企業は8割を上回っている。自

社の経営でも10年後の経営が厳しくなると考え

る企業は59％と過半数を占めた。ただしこのうち

53％は「どちらかといえば厳しくなる」と穏やか

な悪化を予測した。 

今後懸念されるのは、70％が認めた「国内市場

の低迷」や「人口減少・少子高齢化による需要減

少」など。したがって、多くの企業は高成長を望

むのではなく、4割くらいの企業で、現在の事業

規模の維持（安定経営）や高収益企業を目指そう

としている。次ぎに「グローバル展開企業」「地

域密着・地域貢献企業」「専門分野特化企業」と

続く。高成長を望むのは大・中小企業ともわずか

10％を超えた程度だった。 

今後10年間の経営課題として、製造業では「商

品開発力の向上」「事業のグローバル化」が、非

製造業では「人材育成・後継者問題」「新規事業

の開拓」が重要になると指摘。日本経済の活力維

持策には何が重要か？では、今後の日本経済を楽

観的か悲観的に見るかで、期待する活力維持策の

内容が分かれた。企業経営が大きな曲がり角に立

つことが背景にある。 

税務会計 経   営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 

Selected  C l ients  ＆  P ro fess iona ls  Re lat ionsh ip 


